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議案第７１号

春日部市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について

春日部市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を別紙記載のとおり

改正する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部改正等

に伴い、別表第１の規定等を改正したく提案いたします。
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春日部市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例

春日部市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第３７号）

の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句又は太線で囲まれた部分をそれに対応す

る改正後の欄の下線が引かれた字句又は太線で囲まれた部分に改める。

改正後 改正前

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係）

機関 事務 機関 事務

１ 市

長

春日部市こども医療費の助成に

関する条例（平成17年条例第96

号）に基づくこども医療費の助成

に関する事務であって規則で定

めるもの

１ 市

長

生活保護法（昭和25年法律第144

号）に基づく保護の決定及び実

施、就労自立給付金若しくは進

学・就職準備給付金の支給、保護

に要する費用の返還又は徴収金

の徴収に関する事務に準じた外

国人に対する保護措置に関する

事務であって規則で定めるもの

２ 市

長

春日部市こども医療費の助成に

関する条例（平成17年条例第96

号）に基づくこども医療費の助成

に関する事務であって規則で定

めるもの

２ (略

)

(略) ３ (略

)

(略)

３ (略

)

(略) ４ (略

)

(略)

４ (略

)

(略) ５ (略

)

(略)

５ (略

)

(略) ６ (略

)

(略)

６ (略

)

(略) ７ (略

)

(略)

７ (略

)

(略) ８ (略

)

(略)

８ (略

)

(略) ９ (略

)

(略)

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

機関 事務 特定個人情報 機関 事務 特定個人情報

１ 市

長

地方税法（昭和

25年法律第226

号）その他の地

生活保護法（昭和

25年 法 律 第 144

号）に基づく保護

１ 市

長

地方税法（昭和

25年法律第226

号）その他の地

生活保護法に基

づく保護の実施

又は就労自立給
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方税に関する法

律及びこれらの

法律に基づく条

例による地方税

の賦課徴収に関

する事務であっ

て規則で定める

もの

の実施又は就労

自立給付金若し

くは進学・就職準

備給付金の支給

に関する情報（以

下「生活保護関係

情報」という。）に

準じた外国人に

対する保護措置

に関する情報（以

下「外国人生活保

護関係情報」とい

う。）又は住登外

者宛名番号管理

機能による住登

外者の情報の管

理に関する情報

（以下「住登外者

宛名情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの

方税に関する法

律及びこれらの

法律に基づく条

例による地方税

の賦課徴収に関

する事務であっ

て規則で定める

もの

付金若しくは進

学・就職準備給付

金の支給に関す

る情報（以下「生

活保護関係情報」

という。）に準じ

た外国人に対す

る保護措置に関

する情報（以下

「外国人生活保

護関係情報」とい

う。）又は住登外

者宛名番号管理

機能による住登

外者の情報の管

理に関する情報

（以下「住登外者

宛名情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの

(略) (略) (略) (略) (略) (略)

３ 市

長

中国残留邦人等

の円滑な帰国の

促進並びに永住

帰国した中国残

留邦人等及び特

定配偶者の自立

の支援に関する

法律（平成６年

法律第30号）に

基づく支援給付

又は配偶者支援

金（以下「中国残

留邦人等支援給

付等」という。）

の支給に関する

事務であって規

則で定めるもの

外国人生活保護

関係情報又は住

登外者宛名情報

であって規則で

定めるもの

３ 市

長

生活保護法に基

づく保護の決定

及び実施又は徴

収金の徴収に関

する事務に準じ

た外国人に対す

る保護措置に関

する事務であっ

て規則で定める

もの

生活保護関係情

報、医療保険各法

又は高齢者の医

療の確保に関す

る法律に基づく

医療に関する給

付の支給又は保

険料の徴収に関

する情報、児童扶

養手当法に基づ

く児童扶養手当

の支給に関する

情報、特別児童扶

養手当等の支給

に関する法律に

基づく特別児童

扶養手当の支給

に関する情報、同

法に基づく障害

児福祉手当若し

くは特別障害者

手当若しくは国

民年金法等の一
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部を改正する法

律附則第97条第

１項の福祉手当

の支給に関する

情報、地方税関係

情報、住民票関係

情報、児童手当法

に基づく児童手

当の支給に関す

る情報、介護保険

法に基づく保険

給付の支給、地域

支援事業の実施

若しくは保険料

の徴収に関する

情報、障害者の日

常生活及び社会

生活を総合的に

支援するための

法律に基づく自

立支援給付の支

給に関する情報

又は住登外者宛

名情報であって

規則で定めるも

の

４ 市

長

中国残留邦人等

の円滑な帰国の

促進並びに永住

帰国した中国残

留邦人等及び特

定配偶者の自立

の支援に関する

法律（平成６年

法律第30号）に

基づく支援給付

又は配偶者支援

金（以下「中国残

留邦人等支援給

付等」という。）

の支給に関する

事務であって規

則で定めるもの

外国人生活保護

関係情報又は住

登外者宛名情報

であって規則で

定めるもの

４ (略 (略) (略) ５ (略 (略) (略)
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) )

５ (略

)

(略) (略) ６ (略

)

(略) (略)

６ (略

)

(略) (略) ７ (略

)

(略) (略)

７ (略

)

(略) (略) ８ (略

)

(略) (略)

８ (略

)

(略) (略) ９ (略

)

(略) (略)

９ (略

)

(略) (略) 10 (略

)

(略) (略)

10 (略

)

(略) (略) 11 (略

)

(略) (略)

11 (略

)

(略) (略) 12 (略

)

(略) (略)

12 (略

)

(略) (略) 13 (略

)

(略) (略)

13 (略

)

(略) (略) 14 (略

)

(略) (略)

14 (略

)

(略) (略) 15 (略

)

(略) (略)

15 (略

)

(略) (略) 16 (略

)

(略) (略)

16 (略

)

(略) (略) 17 (略

)

(略) (略)

17 (略

)

(略) (略) 18 (略

)

(略) (略)

18 (略

)

(略) (略) 19 (略

)

(略) (略)

19 (略

)

(略) (略) 20 (略

)

(略) (略)

20 (略

)

(略) (略) 21 (略

)

(略) (略)

21 (略

)

(略) (略) 22 (略

)

(略) (略)

22 (略

)

(略) (略) 23 (略

)

(略) (略)

23 (略

)

(略) (略) 24 (略

)

(略) (略)

24 (略

)

(略) (略) 25 (略

)

(略) (略)

25 (略

)

(略) (略) 26 (略

)

(略) (略)

26 (略 (略) (略) 27 (略 (略) (略)
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

) )

27 (略

)

(略) (略) 28 (略

)

(略) (略)

28 (略

)

(略) (略) 29 (略

)

(略) (略)

29 (略

)

(略) (略) 30 (略

)

(略) (略)

30 (略

)

(略) (略) 31 (略

)

(略) (略)

31 (略

)

(略) (略) 32 (略

)

(略) (略)

32 (略

)

(略) (略) 33 (略

)

(略) (略)
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議案第７２号

春日部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正について

春日部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を別紙記載のとお

り改正する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

情報通信技術を活用した行政の推進を図るため、目的の規定等を改正したく提案いたしま

す。
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春日部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条

例

春日部市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年条例第４５

号）の一部を次のように改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の条又は号の表示及びそれに対応する改正後の欄の条又は号の

表示に下線が引かれた場合にあっては、当該改正前の欄の条又は号を当該改正後の欄の

条又は号とする。

(2) 次の表中、改正前の欄の項又は号に対応する改正後の欄の項又は号が存在しない場合

にあっては、当該改正前の欄の項又は号を削る。

(3) 次の表中、改正後の欄の条、項又は号に対応する改正前の欄の条、項又は号が存在し

ない場合にあっては、当該改正後の欄の条、項又は号を加える。

(4) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。ただし、第１号に掲げる場合を除く。

改正後 改正前

春日部市情報通信技術を活用した行政の推

進に関する条例

春日部市行政手続等における情報通信の技

術の利用に関する条例

（目的） （目的）

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行

政の推進について、情報通信技術を利用する方

法により手続等を行うために必要となる事項を

定めることにより、手続等に係る関係者の利便

性の向上を図るとともに、行政運営の簡素化及

び効率化に資することを目的とする。

第１条 この条例は、市の機関に係る申請、届出そ

の他の手続等に関し、電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方

法により行うことができるようにするための共

通する事項を定めることにより、市民の利便性

の向上を図るとともに、行政運営の簡素化及び

効率化に資することを目的とする。

（定義） （定義）

第２条 第２条

(２) 条例等 市の条例及び規則（地方自治法

（昭和22年法律第67号）第138条の４第２項に

規定する規程及び地方公営企業法（昭和27年

法律第292号）第10条に規定する企業管理規程

を含む。以下同じ。）並びに知事の権限に属す

る事務処理の特例に関する条例（平成11年埼

玉県条例第61号）及び埼玉県教育委員会の権

限に属する事務処理の特例に関する条例（平

成11年埼玉県条例第71号）により市が処理す

ることとされた事務について規定する埼玉県

の条例及び埼玉県の執行機関の規則をいう。

(２) 条例等 条例及び規則（地方自治法（昭和

22年法律第67号）第138条の４第２項に規定す

る規程及び地方公営企業法（昭和27年法律第

292号）第10条に規定する企業管理規程を含

む。）並びに知事の権限に属する事務処理の特

例に関する条例（平成11年埼玉県条例第61号）

及び埼玉県教育委員会の権限に属する事務処

理の特例に関する条例（平成11年埼玉県条例

第71号）により市が処理することとされた事

務について規定する埼玉県の条例及び埼玉県

の執行機関の規則をいう。

(３) 市の機関等 市の執行機関、水道事業管 (３) 市の機関 市の執行機関、水道事業管理
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理者、病院事業管理者又はこれらに置かれる

機関、これらの機関の職員であって法令又は

条例等により独立に権限を行使することを認

められたもの及び市が設置する公の施設を管

理する地方自治法第244条の２第３項に規定

する指定管理者をいう。

者、病院事業管理者又はこれらに置かれる機

関をいう。

(４) 市の執行機関等 市の執行機関、水道事

業管理者又は病院事業管理者をいう。

(４) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形その他の人

の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。

(５) 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。

(５) (略) (６) (略)

(６) (略) (７) (略)

(７) 申請等 申請、届出その他の法令又は条

例等の規定に基づき市の機関等に対して行わ

れる通知をいう。

(８) 申請等 申請、届出その他の法令又は条

例等の規定に基づき市の機関に対して行われ

る通知をいう。

(８) 処分通知等 処分（行政庁の処分その他

公権力の行使に当たる行為をいう。）の通知そ

の他の法令又は条例等の規定に基づき市の機

関等が行う通知（不特定の者に対して行うも

のを除く。）をいう。

(９) 処分通知等 処分（行政庁の処分その他

公権力の行使に当たる行為をいう。）の通知そ

の他の法令又は条例等の規定に基づき市の機

関が行う通知（不特定の者に対して行うもの

を除く。）をいう。

(９) 縦覧等 法令又は条例等の規定に基づき

市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録さ

れている事項を縦覧又は閲覧に供することを

いう。

(10) 縦覧等 法令又は条例等の規定に基づき

市の機関が書面等又は電磁的記録に記録され

ている事項を縦覧又は閲覧に供することをい

う。

(10) 作成等 法令又は条例等の規定に基づき

市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、

又は保存することをいう。

(11) 作成等 法令又は条例等の規定に基づき

市の機関が書面等又は電磁的記録を作成し、又

は保存することをいう。

(11) (略) (12) (略)

（電子情報処理組織による申請等） （電子情報処理組織による申請等）

第３条 申請等のうち当該申請等に関する他の条

例等の規定において書面等により行うことその

他のその方法が規定されているものについて

は、当該条例等の規定にかかわらず、規則で定め

るところにより、規則で定める電子情報処理組

織（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力

装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接

続した電子情報処理組織をいう。以下同じ。）を

使用する方法により行うことができる。

第３条 市の機関は、申請等のうち当該申請等に

関する他の条例等の規定により書面等により行

うこととしているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、市の執行機関等が定める

ところにより、電子情報処理組織（市の機関の使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）と申請等をする者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織

をいう。）を使用して行わせることができる。

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行われた申請等については、当該申請等に関

する他の条例等の規定に規定する方法により行

２ 前項の規定により行われた申請等について

は、当該申請等を書面等により行うものとして

規定した申請等に関する条例等の規定に規定す
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われたものとみなして、当該条例等その他の当

該申請等に関する条例等の規定を適用する。

る書面等により行われたものとみなして、当該

申請等に関する条例等の規定を適用する。

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法に

より行われた申請等は、当該申請等を受ける市

の機関等の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルへの記録がされた時に当該市の機関等

に到達したものとみなす。

３ 第１項の規定により行われた申請等は、同項

の市の機関の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルへの記録がされた時に当該市の機関

に到達したものとみなす。

４ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等

の規定において署名等をすることが規定されて

いるものを第１項の電子情報処理組織を使用す

る方法により行う場合には、当該署名等につい

ては、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報

処理組織を使用した個人番号カード（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条

第７項に規定する個人番号カードをいう。第９

条において同じ。）の利用その他の氏名又は名称

を明らかにする措置であって規則で定めるもの

をもって代えることができる。

４ 第１項の場合において、市の機関は、当該申請

等に関する他の条例等の規定により署名等をす

ることとしているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかに

する措置であって市の執行機関等が定めるもの

をもって当該署名等に代えさせることができ

る。

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等

の規定において手数料の納付の方法が規定され

ているものを第１項の電子情報処理組織を使用

する方法により行う場合には、当該手数料の納

付については、当該条例等の規定にかかわらず、

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信技術を利用する方法であって規則で定める

ものをもってすることができる。

６ 申請等をする者について対面により本人確認

をするべき事情がある場合、申請等に係る書面

等のうちにその原本を確認する必要があるもの

がある場合その他の当該申請等のうちに第１項

の電子情報処理組織を使用する方法により行う

ことが困難又は著しく不適当と認められる部分

がある場合として規則で定める場合には、規則

で定めるところにより、当該申請等のうち当該

部分以外の部分につき、前各項の規定を適用す

る。この場合において、第２項中「行われた申請

等」とあるのは、「行われた申請等（第６項の規

定により前項の規定を適用する部分に限る。以

下この項から第５項までにおいて同じ。）」とす

る。

（電子情報処理組織による処分通知等） （電子情報処理組織による処分通知等）

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関す

る他の条例等の規定において書面等により行う

ことその他のその方法が規定されているものに

第４条 市の機関は、処分通知等のうち当該処分

通知等に関する他の条例等の規定により書面等

により行うこととしているものについては、当
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ついては、当該条例等の規定にかかわらず、規則

で定めるところにより、規則で定める電子情報

処理組織を使用する方法により行うことができ

る。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電

子情報処理組織を使用する方法により受ける旨

の規則で定める方式による表示をする場合に限

る。

該条例等の規定にかかわらず、市の執行機関等

が定めるところにより、電子情報処理組織（市の

機関の使用に係る電子計算機と処分通知等を受

ける者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用

して行うことができる。

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行われた処分通知等については、当該処分通

知等に関する他の条例等の規定に規定する方法

により行われたものとみなして、当該条例等そ

の他の当該処分通知等に関する条例等の規定を

適用する。

２ 前項の規定により行われた処分通知等につい

ては、当該処分通知等を書面等により行うもの

として規定した処分通知等に関する条例等の規

定に規定する書面等により行われたものとみな

して、当該処分通知等に関する条例等の規定を

適用する。

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法に

より行われた処分通知等は、当該処分通知等を

受ける者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルへの記録がされた時に当該処分通知等

を受ける者に到達したものとみなす。

３ 第１項の規定により行われた処分通知等は、

同項の処分通知等を受ける者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルへの記録がされた

時に当該処分通知等を受ける者に到達したもの

とみなす。

４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他

の条例等の規定において署名等をすることが規

定されているものを第１項の電子情報処理組織

を使用する方法により行う場合には、当該署名

等については、当該条例等の規定にかかわらず、

氏名又は名称を明らかにする措置であって規則

で定めるものをもって代えることができる。

４ 第１項の場合において、市の機関は、当該処分

通知等に関する他の条例等の規定により署名等

をすることとしているものについては、当該条

例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明ら

かにする措置であって市の執行機関等が定める

ものをもって当該署名等に代えることができ

る。

５ 処分通知等を受ける者について対面により本

人確認をするべき事情がある場合、処分通知等

に係る書面等のうちにその原本を交付する必要

があるものがある場合その他の当該処分通知等

のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する

方法により行うことが困難又は著しく不適当と

認められる部分がある場合として規則で定める

場合には、規則で定めるところにより、当該処分

通知等のうち当該部分以外の部分につき、前各

項の規定を適用する。この場合において、第２項

中「行われた処分通知等」とあるのは、「行われ

た処分通知等（第５項の規定により前項の規定

を適用する部分に限る。以下この項から第４項

までにおいて同じ。）」とする。

（電磁的記録による縦覧等） （電磁的記録による縦覧等）

第５条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条

例等の規定において書面等により行うことが規

定されているもの（申請等に基づくものを除

く。）については、当該条例等の規定にかかわら

ず、規則で定めるところにより、当該書面等に係

第５条 市の機関は、縦覧等のうち当該縦覧等に

関する他の条例等の規定により書面等により行

うこととしているもの（申請等に基づくものを

除く。）については、当該条例等の規定にかかわ

らず、市の執行機関等が定めるところにより、書
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る電磁的記録に記録されている事項又は当該事

項を記載した書類により行うことができる。

面等の縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的

記録に記録されている事項又は当該事項を記載

した書類の縦覧等を行うことができる。

２ 前項の電磁的記録に記録されている事項又は

書類により行われた縦覧等については、当該縦

覧等に関する他の条例等の規定により書面等に

より行われたものとみなして、当該条例等その

他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適用す

る。

２ 前項の規定により行われた縦覧等について

は、当該縦覧等を書面等により行うものとして

規定した縦覧等に関する条例等の規定に規定す

る書面等により行われたものとみなして、当該

縦覧等に関する条例等の規定を適用する。

（電磁的記録による作成等） （電磁的記録による作成等）

第６条 作成等のうち当該作成等に関する他の条

例等の規定において書面等により行うことが規

定されているものについては、当該条例等の規

定にかかわらず、規則で定めるところにより、当

該書面等に係る電磁的記録により行うことがで

きる。

第６条 市の機関は、作成等のうち当該作成等に

関する他の条例等の規定により書面等により行

うこととしているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、市の執行機関等が定める

ところにより、書面等の作成等に代えて当該書

面等に係る電磁的記録の作成等を行うことがで

きる。

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等につ

いては、当該作成等に関する他の条例等の規定

により書面等により行われたものとみなして、

当該条例等その他の当該作成等に関する条例等

の規定を適用する。

２ 前項の規定により行われた作成等について

は、当該作成等を書面等により行うものとして

規定した作成等に関する条例等の規定に規定す

る書面等により行われたものとみなして、当該

作成等に関する条例等の規定を適用する。

３ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等

の規定において署名等をすることが規定されて

いるものを第１項の電磁的記録により行う場合

には、当該署名等については、当該条例等の規定

にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措

置であって規則で定めるものをもって代えるこ

とができる。

３ 第１項の場合において、市の機関は、当該作成

等に関する他の条例等の規定により署名等をす

ることとしているものについては、当該条例等

の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかに

する措置であって市の執行機関等が定めるもの

をもって当該署名等に代えることができる。

（適用除外） （適用除外）

第７条 次の各号に掲げる手続等については、当

該各号に定める規定は、適用しない。

第７条 別表の左欄に掲げる条例の同表の中欄に

掲げる規定に基づく手続等については、それぞ

れ同表の右欄に定めるこの条例の規定は、適用

しない。

(１) 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽

がないかどうかを対面により確認する必要が

あること、許可証その他の処分通知等に係る

書面等を事業所に備え付ける必要があること

その他の事由により当該手続等を電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信技術

を利用する方法により行うことが適当でない

ものとして規則で定めるもの 第３条から前

条までの規定

(２) 申請等及び処分通知等のうち当該申請等

又は処分通知等に関する他の条例等の規定に
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おいて電子情報処理組織を使用する方法によ

り行うことが規定されているもの（第３条第

１項又は第４条第１項の規定に基づき行うこ

とが規定されているものを除く。） 第３条及

び第４条の規定

(３) 縦覧等及び作成等のうち当該縦覧等又は

作成等に関する他の条例等の規定において情

報通信技術を利用する方法により行うことが

規定されているもの（第５条第１項又は前条

第１項の規定に基づき行うことが規定されて

いるものを除く。） 第５条及び前条の規定

２ 前項に定めるもののほか、規則におけるこの

条例の適用除外については、市の執行機関等が

定める。

（市の手続等に係る情報システムの整備等） （市の手続等に係る情報システムの整備等）

第８条 市は、市の機関等に係る手続等における

情報通信技術を活用した行政の推進を図るた

め、情報化の進展状況等を勘案し、情報システム

の整備その他必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。

第８条 市は、市の機関に係る手続等における情

報通信の技術の利用の推進を図るため、情報化

の進展状況等を勘案し、情報システムの整備そ

の他必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。

２ 市は、前項の措置を講ずるに当たっては、情報

通信技術を活用した行政の推進における安全性

及び信頼性を確保するために必要な措置を講じ

なければならない。

２ 市は、前項の措置を講ずるに当たっては、情報

通信の技術の利用における安全性及び信頼性を

確保するよう努めなければならない。

３ 市は、市の機関等に係る手続等における情報

通信技術を活用した行政の推進に当たっては、

当該手続等の簡素化又は合理化を図るよう努め

なければならない。

３ 市は、市の機関に係る手続等における情報通

信の技術の利用の推進に当たっては、当該手続

等の簡素化又は合理化を図るよう努めなければ

ならない。

（添付書面等の省略）

第９条 申請等をする者に係る住民票の写し、戸

籍又は除かれた戸籍の謄本又は抄本、登記事項

証明書その他の規則で定める書面等であって当

該申請等に関する他の条例等の規定において当

該申請等に際し添付することが規定されている

ものについては、当該条例等の規定にかかわら

ず、市の機関等が、当該申請等をする者が行う電

子情報処理組織を使用した個人番号カードの利

用その他の措置であって当該書面等の区分に応

じ規則で定めるものにより、直接に、又は電子情

報処理組織を使用して、当該書面等により確認

すべき事項に係る情報を入手し、又は参照する

ことができる場合には、添付することを要しな

いこととすることができる。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和９年１月１日から施行する。

（春日部市印鑑条例の一部改正）

２ 春日部市印鑑条例（平成１７年条例第２２号）の一部を次のように改正する。

（情報通信技術を活用した行政の推進に関する

状況の公表）

（手続等に係る電子情報処理組織の使用に関す

る状況の公表）

第10条 市長は、少なくとも毎年度１回、電子情報

処理組織を使用する方法により行うことができ

る市の機関等に係る申請等及び処分通知等その

他この条例の規定による情報通信技術を活用し

た行政の推進に関する状況について、インター

ネットの利用その他の方法により公表するもの

とする。

第９条 市長は、少なくとも毎年度１回、市の機関

が電子情報処理組織を使用して行わせ、又は行

うことができる申請等及び処分通知等その他こ

の条例の規定による情報通信の技術の利用に関

する状況について、インターネットの利用その

他の方法により公表するものとする。

（委任） （委任）

第11条 この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

第10条 この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、市の執行機関等が

定める。

(5) 別表を削る。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

（印鑑登録証明の申請及び交付） （印鑑登録証明の申請及び交付）

第11条 登録者又はその代理人（個人番号カード

（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第

27号）第２条第７項に規定する個人番号カード

をいう。以下この条において同じ。）、特定在留カ

ード（出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令

第319号）第19条の15の２第１項に規定する特定

在留カードをいう。以下この条において同じ。）

又は特定特別永住者証明書（日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法（平成３年法律第71号）第16

条の２第１項の規定による特定特別永住者証明

書をいう。以下この条において同じ。）を添えて

申請する場合は、登録者に限る。）は、前条の規

定による証明を受けようとするときは、印鑑登

録証、個人番号カード、特定在留カード又は特定

特別永住者証明書（以下「印鑑登録証等」とい

第11条 登録者又はその代理人（個人番号カード

（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第

27号）第２条第７項に規定する個人番号カード

をいう。以下この条において同じ。）、特定在留カ

ード（出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令

第319号）第19条の15の２第１項に規定する特定

在留カードをいう。以下この条において同じ。）

又は特定特別永住者証明書（日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法（平成３年法律第71号）第16

条の２第１項の規定による特定特別永住者証明

書をいう。以下この条において同じ。）を添えて

申請する場合は、登録者に限る。）は、前条の規

定による証明を受けようとするときは、印鑑登

録証、個人番号カード、特定在留カード又は特定

特別永住者証明書（以下「印鑑登録証等」とい
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（春日部市職員団体の登録に関する条例の一部改正）

３ 春日部市職員団体の登録に関する条例（平成１７年条例第４３号）の一部を次のように

改正する。

（春日部市固定資産評価審査委員会条例の一部改正）

４ 春日部市固定資産評価審査委員会条例（平成１７年条例第７８号）の一部を次のように

う。）を添えて書面で市長に申請しなければなら

ない。ただし、登録者が春日部市情報通信技術を

活用した行政の推進に関する条例（平成18年条

例第45号。第13条第２項において「デジタル手続

条例」という。）第３条第１項の規定により同項

に規定する電子情報処理組織を使用して申請す

る場合は、印鑑登録証等の添付を要しないもの

とする。

う。）を添えて書面で市長に申請しなければなら

ない。ただし、登録者が春日部市行政手続等にお

ける情報通信の技術の利用に関する条例（平成

18年条例第45号。第13条第２項において「情報通

信技術利用条例」という。）第３条第１項の規定

により同項に規定する電子情報処理組織を使用

して申請する場合は、印鑑登録証等の添付を要

しないものとする。

（印鑑登録の廃止の申請） （印鑑登録の廃止の申請）

第13条 第13条

２ 前項の規定にかかわらず、登録者がデジタル

手続条例第３条第１項の規定により同項に規定

する電子情報処理組織を使用して申請する場合

は、印鑑登録証等の添付を要しないものとする。

ただし、当該申請を行った者は、速やかに印鑑登

録証を市長に返還しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、登録者が情報通信

技術利用条例第３条第１項の規定により同項に

規定する電子情報処理組織を使用して申請する

場合は、印鑑登録証等の添付を要しないものと

する。ただし、当該申請を行った者は、速やかに

印鑑登録証を市長に返還しなければならない。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

（登録の申請） （登録の申請）

第２条 第２条

３ 第１項の規定にかかわらず、春日部市情報通

信技術を活用した行政の推進に関する条例（平

成18年条例第45号。第４条第４項において「デジ

タル手続条例」という。）第３条第１項の規定に

より同項に規定する電子情報処理組織を使用し

て申請がされた場合には、申請書の正副２通が

提出されたものとみなす。

３ 第１項の規定にかかわらず、春日部市行政手

続等における情報通信の技術の利用に関する条

例（平成18年条例第45号。第４条第４項において

「情報通信技術利用条例」という。）第３条第１

項の規定により同項に規定する電子情報処理組

織を使用して申請がされた場合には、申請書の

正副２通が提出されたものとみなす。

（規約等の変更又は解散の届出） （規約等の変更又は解散の届出）

第４条 第４条

４ 第２項の規定にかかわらず、デジタル手続条

例第３条第１項の規定により同項に規定する電

子情報処理組織を使用して届出がされた場合に

は、届出書の正副２通が提出されたものとみな

す。

４ 第２項の規定にかかわらず、情報通信技術利

用条例第３条第１項の規定により同項に規定す

る電子情報処理組織を使用して届出がされた場

合には、届出書の正副２通が提出されたものと

みなす。
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改正する。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

（審査の申出） （審査の申出）

第４条 第４条

４ 第１項の規定にかかわらず、春日部市情報通

信技術を活用した行政の推進に関する条例（平

成18年条例第45号。第６条第２項において「デジ

タル手続条例」という。）第３条第１項の規定に

より同項に規定する電子情報処理組織を使用し

て審査の申出がされた場合には、審査申出書の

正副２通が提出されたものとみなす。

４ 第１項の規定にかかわらず、春日部市行政手

続等における情報通信の技術の利用に関する条

例（平成18年条例第45号。第６条第２項において

「情報通信技術利用条例」という。）第３条第１

項の規定により同項に規定する電子情報処理組

織を使用して審査の申出がされた場合には、審

査申出書の正副２通が提出されたものとみな

す。

（書面審理） （書面審理）

第６条 第６条

２ 前項の規定にかかわらず、デジタル手続条例

第３条第１項の規定により同項に規定する電子

情報処理組織を使用して弁明がされた場合に

は、弁明書の正副２通が提出されたものとみな

す。

２ 前項の規定にかかわらず、情報通信技術利用

条例第３条第１項の規定により同項に規定する

電子情報処理組織を使用して弁明がされた場合

には、弁明書の正副２通が提出されたものとみ

なす。
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議案第７３号

春日部市認可地縁団体印鑑条例の一部改正について

春日部市認可地縁団体印鑑条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

地方自治法施行規則の一部改正に伴い、登録資格の規定等を改正したく提案いたします。
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春日部市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例

春日部市認可地縁団体印鑑条例（平成１７年条例第２３号）の一部を次のように改正する。

附 則

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

（登録資格） （登録資格）

第２条 第２条

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令

第29号）第18条の３第１項第６号に規定する

職務代行者

(１) 地方自治法施行規則（昭和22年内務省令

第29号）第19条第１項第１号ヘに規定する職

務代行者

（印鑑の登録） （印鑑の登録）

第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該

申請に係る申請書の記載事項と当該認可地縁団

体につき地方自治法施行規則第18条の３第１項

の規定により作成された台帳（以下「地縁団体登

録台帳」という。）の記載事項とを照合し、適正

であると認めたときは、認可地縁団体印鑑登録

原票（以下「登録原票」という。）を作成し、認

可地縁団体印鑑を登録するものとする。

第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該

申請に係る申請書の記載事項と当該認可地縁団

体につき地方自治法施行規則第21条第２項の規

定により作成された台帳（以下「地縁団体登録台

帳」という。）の記載事項とを照合し、適正であ

ると認めたときは、認可地縁団体印鑑登録原票

（以下「登録原票」という。）を作成し、認可地

縁団体印鑑を登録するものとする。
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議案第７４号

北春日部駅周辺地区土地区画整理事業助成条例の一部改正について

北春日部駅周辺地区土地区画整理事業助成条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

北春日部駅周辺地区土地区画整理事業における助成の範囲の見直しに伴い、別表の規定を

改正したく提案いたします。
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北春日部駅周辺地区土地区画整理事業助成条例の一部を改正する条例

北春日部駅周辺地区土地区画整理事業助成条例（令和５年条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の別表の規定は、令和８年４月１日から適用

する。

（経過措置）

２ 改正後の別表の規定は、令和８年４月１日以後の交付申請に係る事業について適用し、

同日前の交付申請に係る事業については、なお従前の例による。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句をそれに対応する改正後の欄の下線が引

かれた字句に改める。

改正後 改正前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

助成対象

事業
助成の範囲

助成対象

事業
助成の範囲

そ の 他 道

路

幅員６メートルを超える部分の

区画道路及び自転車歩行者専用

道路の用地費相当額、補償及び

築造に要する費用の10分の10以

内

そ の 他 道

路

幅員６メートルを超える部分の

区画道路及び歩行者専用道路の

用地費相当額、補償及び築造に

要する費用の10分の10以内

(略) (略) (略) (略)

雨 水 流 出

抑 制 施 設

雨水流出抑制施設の整備に係る

用地費相当額及び補償に要する

費用の２分の１以内、築造に要

する費用の10分の10以内

雨 水 流 出

抑 制 施 設

雨水流出抑制施設の整備に係る

用地費相当額、補償及び築造に

要する費用の３分の１以内（市

民が利活用する施設について

は、築造に要する費用の３分の

２以内）
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議案第７５号

春日部市立体育施設条例の一部改正について

春日部市立体育施設条例の一部を別紙記載のとおり改正する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

公の施設の使用料等の見直しに伴い、別表の規定を改正したく提案いたします。
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春日部市立体育施設条例の一部を改正する条例

春日部市立体育施設条例（平成１７年条例第１９０号）の一部を次のように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和９年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の使用から適用し、同日前の使用につ

いては、なお従前の例による。

(1) 次の表中、改正前の欄の下線が引かれた字句又は太線で囲まれた部分をそれに対応す

る改正後の欄の下線が引かれた字句又は太線で囲まれた部分に改める。

改正後 改正前

別表（第14条、第28条関係） 別表（第14条、第28条関係）

３ その他の体育施設基本使用料 ３ その他の体育施設基本使用料

① 施設使用料 ① 施設使用料

名称 種別 区分
使用

時間

使用

単位

金額

（円）
名称 種別 区分

使用

時間

使用

単位

金額

（円）

春 日 部

市 営 大

沼 運 動

公 園 グ

ラ ウ ン

ド

(略) (略) (略) (略) (略) 春 日 部

市 営 大

沼 運 動

公 園 グ

ラ ウ ン

ド

(略) (略) (略) (略) (略)

陸上競

技場兼

サッカ

ー場兼

ラグビ

ー場

全面 午前９

時から

午後５

時まで

２ 時

間

2,800 陸上競

技場兼

サッカ

ー場兼

ラグビ

ー場

全面 午前９

時から

午後５

時まで

２ 時

間

1,100

半面 午前９

時から

午後５

時まで

２ 時

間

1,400

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略)
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議案第７６号

葛飾中学校リノベーション工事請負契約の議決内容の一部変更について

令和６年９月２０日付け議案第６０号をもって議決された葛飾中学校リノベーション工事

請負契約の議決内容の一部を次のとおり変更する。

１ 契 約 金 額 「４，６２０，０００，０００円」とあるのを

「４，６９０，５９７，１４２円」に変更する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

契約金額を変更する必要が生じたので、議決内容の一部を変更したく提案いたします。
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議案第７７号

財産の取得について

次のとおり財産を取得する。

１ 取得する財産

種 類 物品

物品名 春日部市立小学校における学習者用端末

２ 取 得 金 額 ４６５，２３５，９２５円

３ 取 得 の 方法 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号（随意契約）

４ 契約の相手方 埼玉県さいたま市北区宮原町二丁目４５番地１

リコージャパン株式会社

デジタルサービス営業本部埼玉支社

公共文教営業部

部長 細 沼 克 弘

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

春日部市立小学校における学習者用端末を取得するため、春日部市議会の議決に付すべき

契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案いたします。
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議案第７８号

令和７年度春日部市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

令和７年度春日部市下水道事業会計未処分利益剰余金１，４０６，２１６，８４６円のう

ち５５２，４０７，１２０円を減債積立金に積立て、８５３，８０９，７２６円を資本金に

組入れるものとする。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘

提案理由

令和７年度春日部市下水道事業会計未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第

３２条第２項の規定により提案いたします。
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議案第７９号

令和７年度春日部市一般会計決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度春日

部市一般会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８０号

令和７年度春日部市国民健康保険特別会計決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度春日

部市国民健康保険特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８１号

令和７年度春日部市後期高齢者医療特別会計決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度春日

部市後期高齢者医療特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８２号

令和７年度春日部市介護保険特別会計決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度春日

部市介護保険特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８３号

令和７年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理事業特別会計決算認定につ

いて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度春日

部都市計画事業西金野井第二土地区画整理事業特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見

を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８４号

令和７年度春日部市立看護専門学校特別会計決算認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和７年度春日

部市立看護専門学校特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８５号

令和７年度春日部市水道事業会計決算認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和７年度

春日部市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８６号

令和７年度春日部市病院事業会計決算認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和７年度

春日部市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８７号

令和７年度春日部市下水道事業会計決算認定について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和７年度

春日部市下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８８号

令和８年度春日部市一般会計補正予算（第２号）について

令和８年度春日部市一般会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第８９号

令和８年度春日部市一般会計補正予算（第３号）について

令和８年度春日部市一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９０号

令和８年度春日部市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

令和８年度春日部市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９１号

令和８年度春日部市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について

令和８年度春日部市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９２号

令和８年度春日部市介護保険特別会計補正予算（第１号）について

令和８年度春日部市介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９３号

令和８年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理事業特別会計補正予算（第

１号）について

令和８年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９４号

令和８年度春日部市立看護専門学校特別会計補正予算（第１号）について

令和８年度春日部市立看護専門学校特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９５号

令和８年度春日部市水道事業会計補正予算（第２号）について

令和８年度春日部市水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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議案第９６号

令和８年度春日部市病院事業会計補正予算（第１号）について

令和８年度春日部市病院事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。

令和８年８月２０日提出

春日部市長 岩 谷 一 弘
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